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今後のインフラのマネジメントのあり方について

社会資本整備重点計画（令和８年１月閣議決定）
重点目標Ⅰ：活力のある持続可能な地域社会の形成
重点目標Ⅳ：戦略的・計画的な社会資本整備を支える基盤の強化

国土強靱化実施中期計画（令和７年６月閣議決定）
デジタル等の新技術の活用等を位置づけ、インフラの効率的・効

果的な修繕・更新等に必要な対策を推進する。

※それぞれフォローアップを実施

「インフラマネジメント戦略小委員会」を
社整審・交政審技術分科会技術部会に設置

社会資本整備審議会・交通政策審議会への
諮問（令和７年１２月１６日）

［建設後50年以上経過する社会資本の割合］

道路橋
［約73万橋］
*橋長2m以上

トンネル
［約1万2千本］

河川管理施設
［約2万8千施設

 
］

下水道管渠
［約49万km］

港湾施設
［約6万2千施設］

水道管路
［約74万km］

［市区町村における技術系職員数］

0人
435団体

25%

５人以下が
約５割

※地方公共団体定員管理調査結果
（R7.4.1時点）より国土交通省作
成。なお、一般行政部門の職員を
集計の対象としている。

※技術系職員は土木技師、建築技
師として定義。

（１）２つの『見える化』の徹底

《管理者や担い手にとっての『見える化』》

《市民への『見える化』》

（２）２つの『メリハリ』が不可欠

《重点化する『メリハリ』》

《軽量化する『メリハリ』》

（３）現場（リアルワールド）に『もっと光を』

（４）統合的『マネジメント』体制の構築

（５）改革推進のための『モーメンタム』

化学的弱部（腐食のおそれが大きい箇所）における事例

埼玉県八潮市下水道管路の破損に起因する
大規模な道路陥没（2025年1月31日時点）

新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ

出典：下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討会（第３次提言）

下水道管路の点検・調査の
重点化とメリハリの考え方

出典：第６次社会資本整備重点計画

１．社会資本整備が社会・経済にもたらす多様な効果

２．社会資本ストックの質的改善と高度化を図るインフラマネジメントの
必要性

３．整備効果を高めるための５つの方針

４．インフラマネジメントの前提となる安全性確保の徹底

５．インフラマネジメント方針の実効性の確保

６．国民理解の醸成

中長期を見据えた社会資本整備の方向性（第２章）
インフラ政策の基軸となるインフラマネジメント（第３節）

インフラマネジメントを支える主体間の連携や新技術の導入等を通
じたメリハリのある維持管理を行い、インフラストックを適正な水準に
再構築していくため、今後のインフラのマネジメントのあり方について
諮問

方法の高度化

管
路
の
安
全
へ
の
ハ
ザ
ー
ド

（損
傷
の
発
生
の
し
や
す
さ
）

事故時等の社会的影響 ✓ 管径・埋設深さ・影響人口
✓ 二次災害の恐れ（軌道下、
緊急輸送道路等） など

✓腐食環境
✓布設年度
✓地盤、地下水位
✓構造変化点
✓直近の点検結果
など

スクリーニング調査
または

時間計画保全、事後保全

高頻度化
方法の高度化

高頻度化
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都道府県、政令市、市区町村に対して
アンケート調査を実施

（１）土木関係部局とりまとめ担当アンケート

（２）分野別アンケート（道路、河川・ダム、砂防、下水道、
港湾、公園、海岸、空港、公営住宅、の９分野）

インフラマネジメントの進める上での課題

○ インフラの大部分を占める地方公共団体管理分のインフラの管理機能を持続可能なものとするため、

地域のインフラのマネジメントを支える主体間の連携・協働体制の強化やAI・ロボット等の新技術の導
入、維持管理の容易な構造の採用等を通じたメリハリのある維持管理をしていく必要性が高まっている。

前回（H３０）実施したアンケート調査の概要

地方自治体における社会資本（国土交通省所管）の
維持管理・更新の取組について、その実態と課題を
把握することを目的に、都道府県、政令市、市区町村
に対してアンケート調査を実施

概要

実施方法

実施期間

平成３０年１月２４日～平成３０年２月２１日

回答率

都道府県

政令市

その他市区町村
（その他の市町村、特別区）

総計

１００．０％（母数 ４７）

１００．０％（母数 ２０）

７６．２％（母数 1,721）

７７．１％（母数 1,788）

※（１）（２）のアンケートのうち、どちらか一方でも回答のあった地方自治体に
ついて集計

（H30アンケート）
Q.貴担当部署における公共構造物・公共施設の適切な維持管理
に求められる技術を確保・継承していくうえでどのような課題が
ありますか？（複数選択） 

（H26 地方公共団体における発注関係事務に関するアンケート調査結果）  
発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会(第２回）
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アンケート調査の概要（案）

目的 地方自治体管理のインフラマネジメントに関する実態や課題をアンケート調査により把握し、委員会に
おける検討の参考とする。

アンケート調査の実施方法

実施方法

〇地方自治体（都道府県、政令市、市区町村）
に対してアンケートを依頼

実施期間

令和８年４月下旬～令和８年５月下旬（予定）

アンケート調査の対象

アンケート調査内容（案）

インフラマネジメントの実態や課題を把握

①管理体制

②維持管理・更新のPDCAサイクルの確立状況

③維持管理・更新費用の把握（推計）状況

④公共施設の老朽化が進む中での懸案事項

⑤適切な維持管理・更新に向けた取組状況

⑥維持管理・更新において国に求める事項

⑦入札契約における懸案事項（追加）

⑧自治体若手職員等からの意見聴取（追加）

⑨受注者からの意見聴取（追加）

１，７８８団体

地方自治体
（都道府県、政令市、市区町村）
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アンケート調査項目（案）

③維持管理・更新費用の把握状況

④公共施設の老朽化が進む中での懸念事項

①管理体制

⑤適切な維持管理・更新に向けた取組状況

⑥維持管理・更新において国に求める事項

②PDCAサイクルの確立状況

アンケート調査項目（案）

• 職員、技術職員等の人員 ・台帳整理状況
• 台帳、維持管理情報のデータベース化や活用状況
• CIM、GIS等の導入（検討）状況
• 経験者等の人材の活用状況

• 巡視・点検実施状況
• 点検、診断の実施体制、実施上の課題
• 個別施設計画策定上の課題・維持・修繕予算
• DXなどの新技術の活用状況

• 維持管理・更新費の見通し（推計）の把握状況
• （推計済みの自治体に対し）推定方法
• 平準化、最適化の検討状況 ・推計上の課題

• 老朽化の把握状況
• 今後懸念されること

• 適切な維持管理の推進に必要な取組
• 国に支援を期待するもの
• 不足する人材分野
• 研究や技術開発に対する協力、連携状況
• 他用途への転用事例、その検討状況
• 共同処理、包括的民間委託の実施・検討状況
• 大臣認定資格の活用状況
• 健全性等の見える化の取組
• 都道府県が実施している市町村支援策

• 予防保全（維持管理・更新費の縮減）
• 技術者の育成・確保 ・予防保全の導入
• マネジメントの導入
• 維持管理の効率化（最新技術の導入等）
• 社会構造の変化への対応等
• 群マネの検討
• 市民への「見える化」
• 市民の理解と主体的な参画を促す取組

⑧自治体職員からの意見聴取

⑦入札契約における懸案事項

• 積算・契約事務作業の把握・発注者支援導入の取組
• 外部有識者等による支援策

• 若手技術職員（入庁10年以内で維持管理業務に従事）
• 事務系職員（技術職員がいない地方自治体）

⑨受注者からの意見聴取

• 体制について
• 国に求める事項（自由記述）
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